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「労使紛争処理法」の改正について 

 台湾の立法院は、2021 年 4 月 13 日に多数の法案を三読会を経て可決した。そのな

かで、労働者に関連する法令として、「労働者保険条例」、「労働組合法（中国語：工

会法）」、「労使紛争処理法」が挙げられる。まず、「労働者保険条例」では、出産給付、

傷病給付、障害給付など各種の一時金の給付について、将来、労働者定年退職金の給

付と同様の扱いとすることができるとする改正が可決された。これにより、前述の一

時金については、金融機構で開設の専用口座への預け入れが可能となり、債務の問題

により差し押さえ、担保に供し、又は強制執行の対象とされる不安から解放されるこ

とができると考えられる。次に、「労働組合法」の改正として、労働組合に少なくと

も 1 名の補欠監事を設置することができるとする規定の修正が通過されたことによ

り、現行法における補欠監事の人数が当該労働組合の監事の人数の二分の一を超えて

はならないとする制限に縛られなくなるのである。このほか、「労使紛争処理法」に

関しては、その改正の内容について以下に説明する。 

一、 不当労働行為の態様 

 今回改正条文の核となる点は、不当労働行為裁決委員会及びその裁決決定にあるゆ

えに、最初に「不当労働行為」について説明する必要がある。台湾において「不当労

働行為」は、「不利益な取扱い」、「支配介入」、「信義誠実交渉違反（団交拒否）」の三

つの形態に分けられている。そのなかで、「不利益な取扱い」とは、使用者又は使用

者を代表して管理権を行使する者が、労働者が労働組合の活動に参加し、若しくは団

体交渉に参加し、又はこれらに類似する事務に参加したことにより、労働者に対し、

雇用拒否、解雇、降格・転任、減給などその他の不利な取扱いをすることを指す。「支

配介入」とは、使用者又は使用者を代表して管理権を行使する者が、不当に労働組合

の成立若しくは活動を妨害し、又は労働者が労働組合に加入しないこと、労働組合か

ら脱退すること、若しくは労働組合の職務を担当しないこと等を雇用条件とすること

をいう。さらに、正当な理由なく団体交渉を拒む場合は、「信義誠実交渉違反（団交

拒否）」に属するのである。 
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二、 常勤の専従委員を増訂 

 現行の「労使紛争処理法」では、中央主務機関が裁決事件を取り扱うときは、不当

労働行為裁決委員会（以下、「裁決委員会」という）を結成し、裁決委員を 7 人から

15 人を置かなければならないと規定されている。このような審理により不当労働行

為を迅速に排除することで、集団的労使関係の正常化が期されていた。しかしながら、

現行の法規下において、裁決委員が均しく他の仕事を兼任する者となっているのを鑑

み、裁決委員会の運営に更なる効率化及び専門性を具備させるよう、裁決委員会に 1

人から 3 人の常勤の専従委員を置かなければならないとする規定を増補修正した。

（改正条文第 43 条を参照） 

三、 裁決決定書を原則公開 

 目下のところ、不当労働行為の裁決決定書の公開の可否については、裁決を申請す

るときに、申請者が公開に同意するか否かにより決められている。しかし、裁決委員

会が作成する裁決決定は準司法的性質を有することを考量し、裁決を行う者の法適用

に係る判断基準を民衆が予測できるように促す目的のほかに、公益や学術研究など多

方面への配慮により、裁決決定書については、紛争当事者の意思に囚われるべきもの

ではなく、原則として個人情報を適切に隠すなどして保護した後に公開した方が妥当

であろうと考えられる。（改正条文第 47-1 条を参照） 


